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電源Ⅱ

本日の内容について

 本日は、前回委員会においてお示しした「電源Ⅰとして予め確保する量の検討における論点」についてご議
論いただきたい。

（１）電源Ⅰの必要量の考え方について（前回委員会 論点１・２）

（２）電源Ⅰの要件の考え方について（前回委員会 論点３）

発電
余力

エリア
需要

上げ
調整力

下げ
調整力

電源Ⅰ

(電源Ⅲ)

(電源Ⅲ)

実需給断面の調整力 調整力の持ち方

※１ ※１ 発電機の最低出力等
出力調整不可の部分

電源Ⅰ

一般送配電事業者がアンシラリーサービ

スの専用として常時確保する電源等

電源Ⅱ

小売電気事業者の供給力等と一般送配

電事業者の調整力の相乗り電源

本議題の対象範囲



3【参考】 第４回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会資料２（抜粋）

 電源Ⅰとして予め確保する量の検討にあたっては、具体的には、以下の論点について整理する必要があり、
次回以降の委員会でご議論いただきたい。

（論点１）実需給断面で確保すべき調整力と電源Ⅰとして確保する量の関係性

一般送配電事業者は、実需給断面で必要となる調整力を電源Ⅰと電源Ⅱから確保するため、予め電源Ⅰ
として確保する量の算定にあたっては、実需給断面において電源Ⅱから確保される上げ調整力の量の見
積もり方について整理する必要がある。

（論点２）供給力確保の仕組みとの関係性

電源Ⅰは電源等の固定費を負担したうえで確保する仕組みであることから、供給力確保の仕組み（長期
断面の必要予備力）との関係性について整理する必要がある。

（論点３）電源Ⅰとして確保する場合の区分の考え方

 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合において、電源Ⅰとして確保する量は、「周波数制
御機能（ＧＦ、ＬＦＣ）や予備力等の要件を定め、上げ（出力増）として募集して活用」と整理された。※１

※１ 第７回制度設計専門会合 資料４ Ｐ９

 前述のとおり、一次・二次・三次調整力などに区分した検討は今後行うものの、一般送配電事業者が
今年度行う調整力の公募にあたり、自動的な周波数制御に対応する調整資源（Ｐ５の案では一次調
整力、二次調整力が該当）以外の新たな調整資源（ネガワットなど）を電源Ⅰの一部として募集する
ことの適否については本委員会においても議論することとしたい。（実際に周波数維持を担う一般送
配電事業者の意見も聞くこととしたい。）
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厳気象H1

H3

3%

供給予備力
必要量
【8%】

厳気象Ｈ１需要対応
（本日の議題２）

厳気象H1需要の
103%

H3需要の【108%】

想定需要 供給力

偶発的需給変動対応
【7%】

持続的需要変動対応
【1%】

本議題の対象範囲

※【 】内の数字は供給予備力必要量の検討において見直しを検討している数字

【参考】 本議題の対象範囲
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（１） 電源Ⅰの必要量の考え方について（論点１・２）



6電源Ⅰ必要量と実需給断面で確保すべき調整力との関係（前回委員会論点１）

 現在、一般送配電事業者が行うアンシラリーサービスのうち、需給バランス調整・周波数制御を実施するた
めに用いる調整力は、電源Ⅰと電源Ⅱから確保する仕組みとなっている。

 仮に、電源Ⅱが無く、電源Ⅰと電源Ⅲ（調整ができない電源）のみであった場合、調整力は電源Ⅰのみから
確保されるので、電源Ⅰの必要量は、調整対象となる需要予測誤差等の大きさを考慮して決める必要があ
ると考えられる。

 しかし、実際には、電源Ⅱがあり、一般送配電事業者が小売電気事業者に調達されなかった電源Ⅱを調整
力として問題なく活用できるのであれば、「実需給断面で必要な上げ調整力」は「電源Ⅰと電源Ⅱ（未調達分）
の合計」とで確保されれば良いということになるため、 その内数である「電源Ⅰ」の必要量は算定できないこ
とになるのではないか。

※ 今後の調達において、もしオンライン電源を電源Ⅱとして必要十分に確保できない事実が見られた場合には、電源Ⅱ確
保の仕組みについて国や事業者と議論が必要。

 上記考え方について、問題はあるか。

 なお、「供給予備力必要量」－「実需給断面で確保すべき調整力」の間の関係については、後述の＜論点２
－３＞で挙げたように検討課題が残っているため、 その検討を踏まえ、「電源Ⅰ必要量」との関係についても、
引き続き検討を行う。



7【参考図】
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※ 但し、後述の論点２で議論する供給力確保
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一般送配電事業者が上げ調整力として活用



8【参考】 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第６回）資料７より

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/006_haifu.html

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/006_haifu.html


9【参考】 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第６回）資料４－１（電気事業連合会提出資料）より

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/006_haifu.html

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/006_haifu.html


10電源Ⅰ必要量と供給力確保の仕組みとの関係性（前回委員会論点２）

＜背景＞

電力・ガス取引監視等委員会 電気料金審査専門会合の「託送供給等約款認可申請に係る査定方針案」
（2015.12.2）では、総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 電力システム改革小委員会 制度設計ＷＧ
において、偶発的需給変動対応に必要な予備力（＝Ｈ３需要に対して７％）には、小売電気事業者が確保す
べき予備力と一般送配電事業者が確保すべき調整力の両方が含まれていると整理されていることを踏まえ、
すべて託送料金原価として計上することを認めるのではなく、Ｈ３需要の６％相当を原価として認めることなっ
た。

＜論点２－１＞

基本的な考え方は如何にあるべきか

＜対応案＞

供給力確保の仕組みの大枠は変わっていないことから、
引き続き、電源Ⅰは、「供給信頼度を一定以上に保つ
ために必要な供給予備力のうち、小売電気事業者によ
る供給力確保に期待できない部分を、一般送配電事
業者が固定費相当を負担することで確保するもの」と
位置づけられるのではないか。

＜論点２－３＞

必要な供給予備力の量は。

⇒次回以降議論（p.17に追加論点）

更なる
論点

＜論点２－２＞

小売電気事業者による供給力に期待
する量をどう見込むか。

⇒p.14で議論



11【参考】 電力・ガス取引監視等委員会 電気料金審査専門会合 「託送供給等約款認可申請に係る
査定方針案」（H27.12.2）より

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/report_20151202.html

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/report_20151202.html


12【参考】 電力・ガス取引監視等委員会 電気料金審査専門会合 「託送供給等約款認可申請に係る
査定方針案」（H27.12.2）より

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/report_20151202.html

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/report_20151202.html


13【参考】 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合（第６回）資料７より

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/006_haifu.html

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/006_haifu.html


14＜論点２－２＞ 小売電気事業者による供給力に期待する量をどう見込むか

＜背景＞

当機関が平成２８年度供給計画の取りまとめを行ったところ、小売電気事業者の多くが中長期の供給力を「調
達先未定」としていることがわかった。このことを踏まえ、当機関は６月２９日に経済産業大臣に対し、「国にお
いては、将来の安定供給を確実に確保するため、国民負担とのバランスに配慮しつつ、容量メカニズムの導
入等も含め、実効性のある供給力確保の在り方について検討を進められたい」との意見を提出したところ。

＜対応案＞

当該措置が講じられていない現時点では、あくまで暫定的措置として、偶発的需給変動に対応する予備力の
うち小売電気事業者の確保に期待するとした部分についても、原則として、一般送配電事業者が電源Ⅰとして
確保することが必要ではないか。

※小売電気事業者には引き続き供給力確保義務があることに留意が必要



15【参考】 平成２８年度供給計画における小売電気事業者の供給力確保状況

http://www.occto.or.jp/pressrelease/2016/2016-0629-kyoukei.html
出所） 「平成２８年度の供給計画の取りまとめ」（電力広域的運営推進機関, H28.6）より抜粋

http://www.occto.or.jp/pressrelease/2016/2016-0629-kyoukei.html


16【参考】 平成２８年度供給計画の取りまとめに関する経済産業大臣への意見（抜粋）

http://www.occto.or.jp/pressrelease/2016/2016-0629-kyoukei.html
出所） 平成28年度供給計画の取りまとめに関する経済産業大臣への意見（2016.6.29）より抜粋

http://www.occto.or.jp/pressrelease/2016/2016-0629-kyoukei.html


17＜論点２－３＞供給予備力の必要量に関する検討における追加の論点

 上記の論点１、２－１、２－２の方向で進める場合、電源Ⅰは、供給信頼度を一定以上に保つために必要な
供給予備力をもとに算定することになる。

 次回以降の委員会において、供給予備力の必要量の検討についてご議論いただく予定であるが、その際、
これまで整理できていなかった次の追加論点についても、ご議論いただくこととしたい。

（１） 実需給断面で確保すべき調整力の検討において考慮しているが、供給予備力の必要量の検討におい
て考慮していない事項の扱い

(a) 需要予測誤差、再エネ出力予測誤差

(b) １時間内の需要と供給の変動

（２） 供給予備力の必要量の検討において考慮しているエリア間の応援が、実運用（各ライセンス事業者の
行動や広域機関の指示による融通）および連系線マージンの確保量と整合的かどうか



18【参考】 各検討において考慮している需給上の変動要因

【供給予備力必要量の検討】

その他要因による需要変動

風況・日射量の変動

電源の計画外停止

気温影響による需要変動

出水変動

【上げ調整力必要量の検討】

需要変動

電源脱落（継続）

需要予測誤差

再エネ出力変動

再エネ予測誤差

電源脱落（直後）

１時間値にて、
需要に対する供
給の充足性（ア
デカシー）を評価

双方で考慮

小売が需要と供給を
一致させるべく行動し
た結果の需要と供給
の不一致の量（対応
すべき量）を評価

（１）(a)
予測誤差は供給予備力必要量
の検討にどう関係するか？

（１）(b)
周波数制御に関連する変動分
は供給予備力必要量において
考慮する必要はあるか？
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（２）電源Ⅰの要件の考え方について（論点３）



20電源Ⅰの要件の考え方（前回委員会論点３）

 前回委員会において、一般送配電事業者が今年度行う調整力の公募にあたり、自動的な周波数制御に対
応する調整資源以外の新たな調整資源を電源Ⅰの一部として募集することの適否について、本委員会にお
いて議論いただくこととした。

 本来、調整力を要件ごとに細分化し、必要量を算定することで、新たな調整資源の可用性・量を特定できれ
ば良いが、調整力の細分化は、周波数制御・需給バランス調整の運用実態、調整力の確保方法、小売電気
事業者の供給力確保との関係など、様々な論点が考えられることから、時間をかけて丁寧な議論が必要（前
回委員会の通り）。

出所） 第４回委員会資料２



21電源Ⅰの要件の考え方（前回委員会論点３） 続き

 ただし、細分化の議論をしないまでも、これまでの議論などをもとに、次のような議論はあるか。

（ア） 昨年度の調整力等に関する委員会において一般電気事業者（当時）を対象に調査した結果、当日段
階で確保している運転予備力は当日のピーク需要に対して５％程度ということであったことから、電
源Ⅰ必要量のうち５％を上回る部分は周波数制御に対応できなくても良いのではないか。

（イ） 論点２－２（本資料p.14）において電源Ⅰとして確保すべきとした部分は、本来、小売電気事業者が確
保すべき予備力であり、この部分には自動的な周波数制御に対応できなくても良いのではないか。

（ウ） 一方、近年の再エネ導入拡大の影響により、周波数制御に対応するための調整力を従来よりも多く
確保する必要があるのではないか。



22電源Ⅰの要件の考え方（前回委員会論点３） 続き

 一方、ネガワットを念頭に、従来の周波数制御用の電源との相違と、活用に向けての課題について、下表の
とおり整理した。
※ 下表に挙げた相違点は、実証事業の情報をもとに想定。すべてのネガワットに下記の相違がある訳ではない。

※ 平成２７年度の実証事業の結果から、ネガワットの反応時間については停止中水力（数分程度）と、反応速度については
ＬＮＧを燃料とする汽力発電方式（３～５％／分程度、p.33～34参照）と同等レベルであると考えられる。

相違点 課題等

（１）発動回数制限 a. 従来、旧一般電気事業者は（トラブルや特段の制約がない限り）予備力として確保し
た電源を自由に活用することができたが、発動回数制限がある場合、従来とは異なっ
た運用実務が必要になり、問題が生じる可能性が考えられる。

b. 従来のＬＯＬＰ（または検討中のＬＯＬＥ）の分析において、計画外停止の場合を除き、
供給力は常に活用できる前提としている。発動回数制限があるネガワットを用いる場
合、指標値が悪化するため、必要予備力が大きくなる可能性があるか。

（２）継続時間制限 a. 上記（１）a, b と同様の課題があるか。

（３）頻繁に上げ下
げの制御がで
きない

a. 上げ調整力のみのネガワットであっても、例えば、周波数制御機能を有する電源Ⅱと
の持ち替えに活用できれば、周波数制御の問題は無いのではないか。

b. ただし、従来とは異なった運用が必要になり、問題が生じる可能性が考えられる。



23電源Ⅰの要件の考え方（前回委員会論点３） 続き

 本資料p.21の議論のとおり、電源Ⅰの内数として、「周波数制御用の電源等」（※）以外の調整資源を活用できる可能性があ
ると考えられる。

※ここに、「周波数制御用の電源等」とは、ＧＦ、ＬＦＣ、ＤＰＣ等、周波数変動に自動的に応動する電源等又は中央給電指
令所からオンラインで調整指令が可能な電源等をいうものとし、電源と同等の要件を満たすネガワットも含まれる（諸外国
では、ネガワットによりGFと同等のサービスを提供している事例も報告されているところ。）

※ｐ.7の通り、一般送配電事業者はここで確保する電源Ⅰと電源Ⅱ（余力分）の全量を活用して周波数制御を行う。

※第８回制度設計ＷＧ資料５－２によると、当時、ＧＦ機能を具備した発電機は9電力の総発電設備の約58%、LFC機能を具
備した発電機は同約53%であった。

 しかしながら、

・ 本資料p.21（ウ）やp.22に記載の通り、解決又は検証すべき課題があること、

・ 実際に周波数制御を実施するのは一般送配電事業者であり、一般送配電事業者からは本資料p.21（ウ）のような意見が
提起されていること、

・ 広域機関としては、安定供給確保の観点から、十分な調整力が確保されることが重要であること、

等を踏まえれば、現時点で、電源Ⅰの内数として、「周波数制御用の電源等」の必要量に結論を得ることは困難と考えられる。

 このため、今年度の調整力の公募に当たっては、当機関としての基本的考え方を以下のとおりとしてはどうか。

（１）一般送配電事業者がその必要性を明確に説明できる場合には、暫定的に、電源Ⅰの要件として「周波数制御用の電
源等」とすることは差し支えないものとする。

（２）「周波数制御用の電源等」のうち、出力変化速度や指令から起動（並列）までの所要時間等の最低限スペックや、これ
を越えるスペックが必要となる場合における評価の方法については、それぞれの一般送配電事業者が、エリアの状況
等を考慮の上定めるものとする。（スペックは一律である必要はない。）

（３）なお、猛暑Ｈ１対応として追加的に確保する供給力等（本日議題２の「電源Ⅰ´」）は、周波数制御に対応できない電源
やネガワット等も応募可能な要件とする。

 なお、次年度以降の公募に向けては、電源Ⅰ´の中で調達されたネガワットの活用実績や、今年度の実証事業において一般
送配電事業者が実施する「ＤＲを導入した場合に系統運用に与える影響の検証」等も踏まえつつ、引き続き検討することとし
てはどうか。



24【参考】 議題２・議題３の事務局案を表現したイメージ図

電源Ⅰ´

⇒周波数制御に対応できな
い電源やネガワット等も応
募可能な要件とする

電源Ⅰ

⇒一般送配電事業者がその
必要性を明確に説明できる
場合には、暫定的に、電源
Ⅰの要件として「周波数制
御用の電源等」とすること
は差し支えないものとする。

（詳細な要件は一般送配電
事業者が定める）

※ 【 】内の数字は供給予備力必要量
の検討において見直しを検討してい
る数字

猛暑H1

H3

3%

供給予備力
必要量
【8%】

猛暑H1需要の103%

H3需要の【108%】

想定需要 供給力

偶発的需給変動対応
【7%】

持続的需要変動対応
【1%】



25【参考】 一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る監視の考え方（案） （抜粋）

出所：制度設計専門会合（第９回） 資料6 に事務局にて下線を追加
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/009_06_00.pdf

（２）調整力の要件に関連する事項
① 調整力の要件（スペック）について
（電源Ⅰ・Ⅱ）

新たなライセンス制の導入以前において、旧一般電気事業者は、周波数制御・需給バランス調整等を行うため、周波数
調整機能（ガバナ・フリー7、ＬＦＣ8）を有する電源やその他の運転予備力等について、需要の変化速度や電源脱落の可能
性等を考慮して適切な要件を満たす電源等を必要量確保していた。一般送配電事業者として調整力を公募調達するに当
たっても、電源等にとっての参加機会の公平性、費用の適切性、安定供給確保の観点から、適切な要件を満たす調整力
が必要量確保されるべきである。

しかしながら、この要件については、供給区域の需要変動や潮流の状況、立地している電源等の状況などによって異なり、
一律に設定することは困難と考えられる。このため、調整力の要件及び要件ごとの必要量については、広域機関による検
討の結果を基本として、各一般送配電事業者が適切に設定するべきであるものの、電源等の参加機会の公平性、コストの
適切性の観点からは、各一般送配電事業者は、公募要領等でその根拠を説明することが望ましいと考えられる。また、その
要件について、これまでの実際の系統運用においては周波数調整機能として確保する部分と（運転）予備力として確保す
る部分それぞれを考慮して調整力を確保していた実態に鑑みると、少なくとも以下のような要件の設定が行われることが望
ましいと考えられる。

（電源Ⅰ） 周波数制御・需給バランス調整目的（ガバナ・フリー機能、ＬＦＣ機能有り）、需給バランス調整目的（ガバナ・フ
リー機能、ＬＦＣ機能無し）等の各要件を定め、出力増加（上げ）で対応する調整力として確保

（電源Ⅱ） 電源Ⅰに準じて要件を定めて確保（ゲートクローズ時点の計画値を基準として、余力の範囲で出力増加・減少の
別に活用）

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/009_06_00.pdf


26【参考】 電源Ⅰの公募における評価方法について（電気事業連合会資料）

出所：制度設計専門会合（第９回） 資料6-1 電気事業連合会資料
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/009_06_01.pdf

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/009_06_01.pdf


27【参考】 ネガワットに係わる実証事業（平成２７年度）の成果と今後（概要）

 「ネガワット取引に係るエネルギーマネジメントシステムの構築と実証(C-1)」において、事前予告を10分、1時
間、前日に設定した実証事業が行われており、関連した実証事業である「ネガワット取引ポテンシャル・有効
性検証のためのデータ取得と分析評価(C-2)」（早稲田大学）では、DRの反応時間等について以下のとおり
分析されている。

 DR開始から負荷削減に至るまでの反応時間は平均約270秒

 反応速度は平均5.8%/分（負荷容量比）

 反応時間は蓄電池、冷凍冷蔵設備が短く、自家発は起動時間があるため相対的に長い

 DR持続時間は、概ねDRメニュー毎に規定されているとおりに応答することを前提に需要家が対応したと
考えられる（今回の実証では、10分前予告で1時間継続、1時間前予告で2時間継続）

 成功率については、関西電力の成果報告書によると、関西エリア全体のDR成功率は、10分前予告で38%、1
時間前予告で35%、前日予告で5%という結果もあるが、国の第18回次世代エネルギー・社会システム協議会
資料では、平成27年度ネガワット取引実証の結果として「需要削減に関して成功率が最も高いアグリゲー
ターの成功率は85%以上であった」とされている。

 なお、同協議会において示された「次世代エネルギー・社会システム実証事業の総括と今後」では、小売電
気事業者が活用するDRは「実用段階」にあるとされたが、送配電事業者が活用するDRは「実証段階」である
と整理されており、今年度、「バーチャルパワープラント構築実証事業」の一部として、一般送配電事業者が
活用するネガワット取引の技術実証が予定されている。



28【参考】 次世代エネルギー技術実証事業（平成２７年度）成果

出所：第9回スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会資料
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/smart_house/pdf/009_s08_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/smart_house/pdf/009_s08_00.pdf


29【参考】 次世代エネルギー技術実証事業（平成２７年度）成果

出所：第9回スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会資料
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/smart_house/pdf/009_s08_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/smart_house/pdf/009_s08_00.pdf


30【参考】 次世代エネルギー技術実証事業（平成２７年度）成果

出所：第18回次世代エネルギー・社会システム協議会 資料4
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004633/pdf/018_04_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004633/pdf/018_04_00.pdf


31【参考】 次世代エネルギー技術実証事業（平成２７年度）成果

出所：関西電力 「次世代エネルギー技術実証事業成果報告（補正予算に係るもの）」
http://www.nepc.or.jp/topics/pdf/160330/160330_13.pdf

http://www.nepc.or.jp/topics/pdf/160330/160330_13.pdf


32【参考】 今年度実施される実証事業の結果の取り扱い

出所：第3回エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス検討会資料４
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/energy_resource/pdf/003_04_00.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/energy_resource/pdf/003_04_00.pdf


33【参考】 水力発電所の出力調整幅、出力変化率、起動時間

出所：ＮＥＤＯ 再生可能エネルギー技術白書 第２版
http://www.nedo.go.jp/content/100544824.pdf

http://www.nedo.go.jp/content/100544824.pdf


34【参考】 火力発電所の出力調整幅、出力変化率、起動時間

出所：ＮＥＤＯ 再生可能エネルギー技術白書 第２版
http://www.nedo.go.jp/content/100544824.pdf

http://www.nedo.go.jp/content/100544824.pdf

